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土地に関する動向



平成 25 年度の我が国経済は、「大胆な金融政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起
する成長戦略」の「三本の矢」による一体的な取組の政策効果もあって、家計や企業のマイ
ンドが改善し、消費等の内需を中心として景気回復の動きが広がってきたところであり、地
価についても回復傾向が見え始めたところである。
本章では、平成 25 年度における我が国経済の動向を概観した上で、地価の動向、土地取

引の動向、土地利用の動向、土地に対する意識及び東日本大震災後の不動産を巡る状況につ
いて見ていく。

 第1節 不動産市場を取り巻く我が国経済の動向

（GDPの推移）
我が国の景気は、平成 25 年に入ってから持ち直しに転じ、着実に上向いてきた。実質

GDPは、平成 24年 4-6 月期、7-9 月期に２四半期連続のマイナス成長となった後、消費の増
加傾向や公共投資の堅調な推移等により、同年 10-12 月期以降は５四半期連続でプラス成長
が続いている（図表1-1-1）。

図表1-1-1 実質GDP成長率と寄与度の推移（前期比）
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資料：内閣府「四半期別GDP速報」（平成25年10-12月期（２次速報値））
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（企業の動向）
企業の資金調達環境について日本銀行「全国企業短期経済観測調査（日銀短観）」におけ
る資金繰り判断DIの推移を見ると、全産業については、平成 22年 10-12 月期以降、14四半
期連続のプラスで推移しており、特に、この１年で状況が更に改善している。不動産業につ
いても、平成25年4-6月期以降、堅調に推移している（図表1-1-2）。
また、企業の設備過剰感について生産・営業用設備DI の推移を見ると、製造業・非製造

業ともに平成21年から徐々に低下してきており、特に、非製造業については、平成25年7-9
月期以降、不足感が強まっている（図表1-1-3）。

 

図表1-1-2 資金繰り判断DIの推移
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資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
　注：DIは、「楽である」（回答社数構成比）－「苦しい」（回答社数構成比）。
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（家計の動向）
雇用情勢について見ると、平成21年7-9月期以降、全産業の雇用過剰感は低下傾向を続け、

平成25年1-3月期には、18四半期ぶりの不足状態となり、不足感が強まっている。こうした
動きに呼応するように、有効求人倍率は、平成21年7-9月期以降、一時的な低下は見られる
ものの、上昇傾向が続いている（図表1-1-4）。
また、家計における消費について見ると、平成23年1-3月期に、東日本大震災の影響によ

り大きく減少したが、その後は堅調に推移しており、平成 25 年に入ってからは消費に対す
る消費者の意欲の高まり等から、増加傾向にある（図表1-1-5）。

図表1-1-3 生産・営業用設備DIの推移

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
　注：DIは、「過剰」（回答社数構成比）－「不足」（回答社数構成比）。
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図表1-1-4 雇用判断DI、有効求人倍率の推移

図表1-1-5 実質民間最終消費支出（前年同期比）の推移

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
　注：DIは、「過剰」（回答社数構成比）－「不足」（回答社数構成比）。

資料：内閣府「四半期別GDP速報」（平成25年10-12月期（２次速報値））
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 第2節 地価の動向
平成 26 年地価公示の結果は、全国平均では、住宅地、商業地ともに下落したものの、下

落率は大きく縮小し、全調査地点数に占める上昇地点数の割合が全国的に大幅に増加した。
三大都市圏平均で見ると、住宅地、商業地ともに６年ぶりに上昇に転換しており、住宅地の
約２分の１の地点、商業地の約３分の２の地点で、それぞれ上昇している。一方、地方圏で
は、下落幅は縮小したものの、依然として下落傾向が続いており、住宅地、商業地ともに約
４分の３の地点で下落している。
また、半年ごとの地価動向について、地価公示（１月１日時点）と都道府県地価調査（７

月１日時点）との共通の調査地点で見ると、三大都市圏の住宅地は平成 25 年の前半と後半
がほぼ同率の上昇となり、商業地は平成25年後半に上昇率が拡大している。地方圏の住宅地、
商業地はともに下落したが、平成25年後半は下落率が縮小している。
用途別に見ると、住宅地については、低金利や住宅ローン減税等の施策による住宅需要の

下支えや景況感の改善による住宅需要拡大等もあって、全ての都道府県で、地価の下落率縮
小や上昇への転換等が継続して見られる。特に利便性、住環境等に優れた住宅地で、上昇基
調が顕著に見られた。
商業地については、低金利、景況感等の改善を背景に、全ての都道府県において下落率の

縮小や上昇への転換等が継続して見られた。また、堅調な住宅需要を背景に商業地をマン
ション用地として利用する動きが全国的に見られ、地価上昇又は下落率縮小の要因の一つと
なっている。
三大都市圏を中心に、地価が上昇した都府県では、主要都市の中心部等において、店舗の

売上げ動向が回復しており、また、オフィスの空室率の改善傾向が続いており、投資用不動
産等への需要も回復している。さらにBCP（事業継続計画）等の観点から耐震性に優れる
新築・大規模オフィスへの需要の増大が見られるなど、高度商業地や再開発等が進む地域に
おいて、地価の上昇基調が強まっている。
圏域別に見ると、東京圏の住宅地については、上昇地点の割合が大幅に増加し、半数以上

の地点において上昇している。商業地についても上昇地点の割合が大幅に増加し、約４分の
３の地点において上昇した。さらに東京圏の商業地における半年毎の地価動向を見ると、平
成25年後半に上昇率が拡大している。
大阪圏の住宅地では、上昇地点の割合が増加して３割弱の地点において上昇し、また、商

業地についても上昇地点の割合が大幅に増加し、半数以上の地点において上昇した。商業地
における半年毎の地価動向を見ると、東京圏と同様に平成25年後半に上昇が強まっている。
名古屋圏の住宅地では、上昇地点の割合が大幅に増加し、半数以上の地点において上昇し

ている。商業地についても上昇地点の割合が大幅に増加し、６割弱の地点において上昇した。
なお、名古屋圏の商業地における半年毎の地価動向を見ても、東京圏、大阪圏と同様、平成
25年後半に上昇が強まっている。
また、地方圏では、札幌市、福岡市等の一部の地域では住宅地、商業地ともに上昇したも

のの、多くの地域では地域経済の低迷や人口減少の流れもある中、依然として住宅地、商業
地ともに下落が続いている。なお、南海トラフ地震による浸水が想定される一部の沿岸地域
では、他の地方圏と同様に、地域経済の低迷等の要因もある中、同じ地域の内陸部と比較し
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て相対的に地価の下落率が拡大している地点も存在する（図表1-2-1～1-2-5）。

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

住宅地 商業地

（％）

（昭和） （平成）
（年）

図表1-2-1 三大都市圏における地価変動率の推移

資料：国土交通省「地価公示」
　注：三大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏。
　　　　　東 京 圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域。
　　　　　大 阪 圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域。
　　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域。
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図表1-2-2 地方圏における地価変動率の推移

資料：国土交通省「地価公示」
　注：「地方圏」とは、三大都市圏を除く地域を指す。
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 （単位：％）

資料：国土交通省「地価公示」
注１：地域区分は、図表1-2-1、1-2-2と同じ。
注２：22公示：平成22年地価公示（平成21年１月１日～平成22年１月１日）
　　　23公示：平成23年地価公示（平成22年１月１日～平成23年１月１日）
　　　24公示：平成24年地価公示（平成23年１月１日～平成24年１月１日）
　　　25公示：平成25年地価公示（平成24年１月１日～平成25年１月１日）
　　　26公示：平成26年地価公示（平成25年１月１日～平成26年１月１日）
注３：年間の変動率は、継続標準地毎の価格の対前年変動率の合計を当該標準地数で除したもの。
注４：　　　 前年よりも下落率が縮小・上昇率が拡大　　　　 前年よりも下落率が拡大

図表1-2-3 地価変動率の推移（年間）
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22公示 23公示 24公示 25公示 26公示 22公示 23公示 24公示 25公示 26公示

全　　　国 ▲ 4.2 ▲ 2.7 ▲ 2.3 ▲ 1.6 ▲ 0.6 ▲ 6.1 ▲ 3.8 ▲ 3.1 ▲ 2.1 ▲ 0.5
三大都市圏 ▲ 4.5 ▲ 1.8 ▲ 1.3 ▲ 0.6 0.5 ▲ 7.1 ▲ 2.5 ▲ 1.6 ▲ 0.5 1.6
東 京 圏 ▲ 4.9 ▲ 1.7 ▲ 1.6 ▲ 0.7 0.7 ▲ 7.3 ▲ 2.5 ▲ 1.9 ▲ 0.5 1.7
大 阪 圏 ▲ 4.8 ▲ 2.4 ▲ 1.3 ▲ 0.9 ▲ 0.1 ▲ 7.4 ▲ 3.6 ▲ 1.7 ▲ 0.5 1.4
名古屋圏 ▲ 2.5 ▲ 0.6 ▲ 0.4 0.0 1.1 ▲ 6.1 ▲ 1.2 ▲ 0.8 ▲ 0.3 1.8

地　方　圏 ▲ 3.8 ▲ 3.6 ▲ 3.3 ▲ 2.5 ▲ 1.5 ▲ 5.3 ▲ 4.8 ▲ 4.3 ▲ 3.3 ▲ 2.1
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 （単位：％）

資料：国土交通省「地価公示」
注１：都道府県地価調査（毎年７月１日時点実施）との共通地点（1,578地点。うち住宅地1,112地点、商業地466地点）
　　　で分析を行った。
注２：地域区分は、図表1-2-1、1-2-2と同じ。
注３：平成24年前半：平成24年１月１日～平成24年７月１日の変動率
　　　平成24年後半：平成24年７月１日～平成25年１月１日の変動率
　　　平成25年前半：平成25年１月１日～平成25年７月１日の変動率
　　　平成25年後半：平成25年７月１日～平成26年１月１日の変動率
注４：半期の変動率は、都道府県地価調査との共通地点のうち、前年の地価公示から継続して調査を実施している地
　　　点における半年毎の変動率を単純平均したもの。したがって、複数年にわたって変動率を比較する場合は、各
　　　年で調査対象地点が異なる場合があることに留意する必要がある。

注５： 前期よりも下落率が縮小
・上昇率が拡大 前期よりも下落率が拡大 前期と下落率・上昇率が同一

図表1-2-4 地価変動率の推移（半期）

住宅地 商業地
平成24年 
前半

平成24年 
後半

平成25年 
前半

平成25年 
後半

平成24年 
前半

平成24年 
後半

平成25年 
前半

平成25年 
後半

全　　　国 ▲ 0.6 ▲ 0.5 0.1 0.3 ▲ 0.8 ▲ 0.8 0.1 0.4
三大都市圏 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.5 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.9 1.3

東 京 圏 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.6 0.6 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.8 1.2
大 阪 圏 ▲ 0.3 ▲ 0.2 0.1 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.9 1.4

名古屋圏 0.1 0.5 1.2 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 1.1 1.3
地　方　圏 ▲ 1.1 ▲ 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2 ▲ 1.5 ▲ 1.4 ▲ 0.8 ▲ 0.5
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さらに、「主要都市の高度利用地地価動向報告」（地価 LOOKレポート）によれば、平成
24 年においては横ばいが最多の変動率区分であったが、平成 25 年においては３％未満の上
昇が最多の変動率区分となり、また、同年第４四半期においては上昇地区数が全体の８割を
超えるなど、地価の上昇基調の動きがより明らかに見られる。この結果は、平成 26 年地価
公示の結果において観察された地価動向の傾向をより明確に示すものと考えられる（図表
1-2-6）。

図表1-2-5 地価上昇・横ばい・下落地点数

（単位：地点）
住宅地 商業地 全用途

上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落 上昇 横ばい 下落

全国

26公示 4,880 2,581 8,820 2,084 771 2,978 7,102 3,536 12,379
25公示 1,501 3,257 12,870 475 1,024 4,624 2,008 4,372 18,355
24公示 441 1,343 14,578 93 370 5,199 546 1,846 23,025

三大都市圏
26公示 3,574 1,715 2,163 1,633 447 379 5,310 2,298 2,746
25公示 993 2,654 5,045 334 806 1,444 1,349 3,532 6,873
24公示 327 1,027 6,802 76 278 2,126 413 1,400 10,295

東京圏
26公示 2,368 892 941 1,065 181 164 3,522 1,132 1,148
25公示 423 1,567 2,932 163 431 897 606 2,046 3,969
24公示 66 217 4,394 25 54 1,377 93 282 6,430

大阪圏
26公示 603 588 963 315 162 149 927 800 1,218
25公示 249 603 1,672 98 167 357 348 776 2,196
24公示 137 330 1,860 28 82 467 166 426 2,785

名古屋圏
26公示 603 235 259 253 104 66 861 366 380
25公示 321 484 441 73 208 190 395 710 708
24公示 124 480 548 23 142 282 154 692 1,080

地方圏
26公示 1,306 866 6,657 451 324 2,599 1,792 1,238 9,633
25公示 508 603 7,825 141 218 3,180 659 840 11,482
24公示 114 316 7,776 17 92 3,073 133 446 12,730

資料：国土交通省「地価公示」
注１：全用途は、住宅地、商業地、工業地により集計。
注２：地域区分は、図表1-2-1、1-2-2と同じ。

10



平成25年度の地価・土地取引等の動向

土
地
に
関
す
る
動
向

第1章

図表1-2-6 主要都市の高度利用地における四半期毎の地価の動向

資料：国土交通省「主要都市の高度利用地地価動向報告」
注１：数字は地区数、（　）はその割合。
注２：　　　 は、各期・各圏域ごとに最も地区数の多い変動率区分、　　　  は、２番目に地区数の多い変動率区分。
注３：４地区（仙台市３地区及び浦安市１地区）を除いて集計している。
注４：対象地区を７地区変更した（東京圏３地区、大阪圏１地区及び地方圏３地区。商業系地区が１地区減少し、住

宅系地区が１地区増加）。また、１地区（名古屋圏）を商業系地区から住宅系地区に変更した。
注５：対象地区を１地区変更した（地方圏の商業系地区１地区）。
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 第3節 土地取引の動向

（土地取引件数等の推移）
土地取引について、売買による所有権の移転登記の件数でその動向を見ると、平成 25 年

の全国の土地取引件数は 128.1 万件（前年比 6.4％増）となり、２年連続で増加した（図表
1-3-1）。また、四半期ごとの推移を前年同期比で見ると、いずれの圏域でも、平成 24年第２
四半期以降、プラスが続いている（図表1-3-2）。
土地購入金額について見ると、平成25年は個人が12.3兆円（前年比3.4％増）、法人が15.5

兆円（前年比9.9％増）、国等も含めた全体では29.4兆円（前年比7.3％増）と増加した。一方、
土地売却金額について見ると、平成25年は個人が14.4兆円（前年比6.7％増）、法人が13.0兆
円（前年比4.8％増）となった（図表1-3-3）。
また、企業の土地投資額を日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により見ると、平成

25年度は全産業で２兆4,985億円（前年度比2.9％増）と増加する見込みとなっている。一方、
規模別で見ると大企業及び中小企業による投資額が増加したものの中堅企業は減少、業種別
では製造業で減少の見込みとなっている（図表1-3-4）。

図表1-3-1 売買による土地取引件数の推移

資料：法務省「法務統計月報」
注１：土地取引件数は、売買による土地に関する所有権移転登記の件数としている。図表1-3-2も同じ。
注２：地域区分は以下のとおり。
　　　　東 京 圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
　　　名古屋圏：愛知県、三重県。
　　　　大 阪 圏：京都府、大阪府、兵庫県。
　　　　地 方 圏：上記以外の地域。

全国 地方圏 東京圏 大阪圏 名古屋圏
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図表1-3-2 売買による土地取引件数の変化率（前年同期比）の推移
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資料：法務省｢法務統計月報｣より作成
　注：地域区分は以下のとおり。
　　　大都市圏： 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県。

　　　　地 方 圏： 上記以外の地域。
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図表1-3-3 土地購入・売却金額の推移
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購
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資料：国土交通省「土地取引規制基礎調査概況調査」、「都道府県地価調査」等により推計。
注１：土地取引の規模を金額ベースで見るために、種々の前提をおいて行った一つの試算であり、実際の取引価

格を用いたものではないことに注意する必要がある。抽出手法の概要は以下のとおりである。
　　　（1）推計値は、基本的に、法務省から得られる登記申請データを基に作成される「土地取引規制基礎調査
　　　　　概況調査」の全国市区町村の地目・地域区分別の土地取引面積に都道府県地価調査等から得たそれぞ
　　　　　れの平均価格を乗じ、積み上げたものである。
　　　（2）平成17年より取引面積のデータが抽出調査から全数調査に変更になったため、平成16年以前と平成
　　　　　17年以降の数値を単純に比較することはできない。
　　　（3）なお、平成３年から平成16年までの国等の取引金額に関しては、各団体資料からの積み上げ値を用
　　　　　いて補正を行っている。
注２：国等には、国、地方公共団体、公社等を含む。
注３：四捨五入の関係で各内訳の合計が全取引総額に一致しない場合がある。
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図表1-3-4 企業の土地投資額の推移
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資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
　注：「大規模」とは資本金 10 億円以上、「中堅」とは資本金１億円以上 10 億円未満、「中小」とは資本金２千

万円以上１億円未満の企業を指す。平成25年度の数値は平成26年３月調査における実績見込。
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（企業の土地取引状況に関する意識）
企業の土地取引に関する意識について、国土交通省が実施している「土地取引動向調査 1」
により見ると、現在の本社所在地における土地取引の状況に対する判断に関するDI（「活発」
と回答した企業の割合から「不活発」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、東京
23区、大阪府ともに大幅な改善傾向にあり、平成26年２月の調査においては、東京23区で
25.1 ポイントに増加し、大阪府でも活発が不活発を上回り、15.5 ポイントに増加した（図表
1-3-5）。
また、企業の土地取引に対する意欲について同調査を見ると、今後１年間における土地の

購入・売却の意向に関するDI（「土地の購入意向がある」と回答した企業の割合から「土地
の売却意向がある」と回答した企業の割合を差し引いたもの）は、平成 25 年８月調査まで
は改善していたものの、平成26年２月調査では-8.3ポイント（平成25年２月は-6.5ポイント）
と悪化した。一方、地域別に見ると、東京 23 区、大阪府においては、購入意向が売却意向
を上回るなど、購入意向が徐々に増えていることが見受けられる（図表1-3-6）。
なお、今後１年間の土地・建物の自社利用意向に関するDI（「土地・建物利用の増加意向
がある」と回答した企業の割合から「土地・建物利用の減少意向がある」と回答した企業の
割合を差し引いたもの）は、平成26年２月調査で全体では3.0ポイント（平成25年２月は2.0
ポイント）と改善しており、特に東京23区で高い水準となっている（図表1-3-7）。

図表1-3-5 現在の土地取引の状況の判断に関するDI
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資料：国土交通省「土地取引動向調査」
注１：DI=「活発」－「不活発」
注２：「活発」、「不活発」の数値は、「活発」と回答した企業、「不活発」と回答した企業の全有効回答数に対する

それぞれの割合（％）。

1 上場企業及び非上場企業のうち資本金が10億円以上の企業を対象として、年２回実施。平成26年２月に実施した調査では
上場企業2,000社、非上場企業2,000社を対象とし、有効回答率は30.3％であった。
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図表1-3-7 今後１年間における自社利用の土地・建物の増加・減少意向
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図表1-3-6 今後１年間における土地の購入・売却意向

資料：国土交通省「土地取引動向調査」
注１：DI＝「購入意向」－「売却意向」
注２：「購入意向」、「売却意向」の数値は、土地の購入意向が「ある」と回答した企業、土地の売却意向が「ある」

と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）。

資料：国土交通省「土地取引動向調査」
注１：DI＝「利用増加意向」－「利用減少意向」
注２：「自社利用」とは、以下の場合を指す。
　　　・他社への販売・賃貸目的や投資目的は除く。
　　　・建物のみの利用も含む（賃貸ビルにテナントとして入居する場合なども該当する）。
　　　・購入・売却に限らず、「賃貸する」又は「賃貸をやめる」場合も含む。
注３：「利用増加意向」、「利用減少意向」の数値は、土地・建物利用の増加意向が「ある」と回答した企業、土地・

建物利用の減少意向が「ある」と回答した企業の全有効回答数に対するそれぞれの割合（％）。
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（オフィス市場の動向）
オフィスの着工床面積は、平成 25年においては 644 万㎡（前年比 5.1％増）と増加傾向が

見られる（図表1-3-8）。
賃貸オフィス市場の動向を見ると、平成 25 年は前年に引き続き多くの地域でオフィス需

要に改善の傾向が見られた。東京23区においては、平成25年 10-12月期に空室率が6.3％と
なった（図表1-3-9）。
大阪市においては、平成 25 年第１四半期に空室を抱えた大規模ビルが竣工したこと等に

より空室率が上昇したものの、その後改善傾向となっている。一方、名古屋市においては、
平成22年7-9月期以降、改善傾向が長らく続いたが、平成25年4-6月期を境に空室率が上昇
に転じている（図表1-3-10）。
また、地方ブロックの中心都市（札幌市、仙台市、金沢市、広島市、高松市、福岡市）に

おいては、平成22年以降、空室率の改善傾向が続いている（図表1-3-11）。

図表1-3-8 圏域別事務所着工床面積の推移

首都圏 中部圏 近畿圏 その他の地域
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7,8528,3697,670

6,8806,955
8,496

10,132
9,001

8,345
8,699

11,602
12,262

11,33

13,857

20,099

22,711

6,350 5,684
6,125

6,435

資料：国土交通省「建築着工統計調査」より作成
注１：「事務所」とは、机上事務又はこれに類する事務を行う場所をいう。
注２：地域区分は以下のとおり。
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
　　　中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県。
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。
　　　その他の地域：上記以外の地域。
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図表1-3-9 オフィスビル賃料及び空室率の推移（東京）

平均募集賃料（東京23区）（右軸） 平均募集賃料（主要5区）（右軸） 空室率（東京23区）
空室率（主要5区） 空室率（丸の内・大手町・有楽町）
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資料：シービーアールイー（株）
　注：「丸の内・大手町・有楽町」の平均募集賃料については、平成23年10-12月期以降、対象ゾーン内に募集賃料を

公表しているサンプルが存在していないため、掲載していない。

図表1-3-10 オフィスビル賃料及び空室率の推移（名古屋・大阪）

平均募集賃料・大阪（右軸） 平均募集賃料・名古屋（右軸）
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資料：シービーアールイー（株）
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（住宅市場の動向）
平成25年の新設住宅着工戸数は980,025戸（前年比11.0％増）と大きく増加し、４年連続

の増加となった（図表1-3-12）。
また、四半期毎の推移を前年同期比で見ると、平成 25 年に入ってからはいずれの圏域に

おいてプラスで推移している（図表1-3-13）。

図表1-3-11 オフィスビル空室率の推移（地方ブロック別の中心都市）
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資料：シービーアールイー（株）
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図表1-3-13 圏域別新設住宅着工戸数（前年同期比）の推移

首都圏 中部圏 近畿圏 その他の地域 全国

2.9 
10.7 

6.3 5.1 

8.4 

18.1 19.7 

11.7 

2.6 

0.0 
5.9 

15.3 

29.6 

2.3 

8.7 

13.4 17.6 14.1 

10.0 
5.1 

11.8 13.5 12.9 
6.8 

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ
平成20 21 22 23 24 25 26

（期）
（年）

（％）

図表1-3-12 圏域別新設住宅着工戸数の推移
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資料：国土交通省｢建築着工統計調査｣
　注：地域区分は以下のとおり。
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
　　　中部圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県。
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。
　　　その他の地域：上記以外の地域。

資料：国土交通省｢建築着工統計調査｣より作成
　注：地域区分は図表1-3-12に同じ。
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マンション市場の動向を見ると、平成25年の新規発売戸数については、全国で105,282戸
（前年比12.2％増）となっており、このうち首都圏が56,478戸（前年比23.8％増）、近畿圏が
24,691 戸（前年比 6.1％増）となった（図表 1-3-14）。前年同期比で見ると、首都圏では概ね
プラスで推移したが、平成 26 年 1-3 月期はマイナスとなった。また、近畿圏では平成 23 年
10-12月期以降プラスで推移していたが、平成25年10-12月期以降マイナスとなっている（図
表1-3-15）。
新築マンションの価格については、首都圏では平成24年10-12月期以降上昇傾向が続いて

いたが、平成 26 年 1-3 月期は下落した。一方、近畿圏では概ね横ばいとなっている（図表
1-3-16）。
また、平成 25 年のマンション契約率については、好不調の目安と言われている 70％を前

年に引き続き上回っており、首都圏は79.5％、近畿圏は79.6％となっている（図表1-3-17）。
賃貸マンション市場の動向について、平成 25 年度の賃料指数の推移を見ると、首都圏で

は横ばいで推移しており、関西圏では引き続き上昇傾向が続いている（図表1-3-18）。

図表1-3-14 圏域別マンション新規発売戸数の推移
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資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」
　注：地域区分は以下のとおり。
　　　首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
　　　近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県。
　　　その他：上記以外の地域。
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図表1-3-15 首都圏・近畿圏のマンション新規発売戸数の推移（前年同期比）

-22.1 -25.7 

-46.3 

-20.0 

-34.9 

-

18.0 

2.3 

-13.7 

20.9 

31.4 

16.7 

20.4 

5.9 

-20.2 

5.4 

9.6 7.9 

19.3 

0.1 

-9.0 

12.5 

20.8 

52.6 

13.6 

-11.9 
-20.6 - 22.4 

-31.1 
-25.2 

-15.1 

-

13.5 

-24.5 

-0.6 

-13.0 

15.8 

51.2 

-1.3 -2.3 
-14.6 -15.5 

5.7 4.3 

17.4 

21.6 

15.8 

18.0 

2.4 

32.8 

-20.9 
-24.0 

-60

-40

-20

0

20

40

60

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ
平成20 21 22 23 24 25 26

首都圏 近畿圏

（期）
（年）

（％）

図表1-3-16 首都圏・近畿圏の新築マンション価格の推移
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資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より作成
　注：地域区分は図表1-3-14に同じ。

資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」より作成
　注：地域区分は、図表1-3-14に同じ。
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図表1-3-17 首都圏・近畿圏のマンションの供給在庫戸数と契約率の推移
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資料：㈱不動産経済研究所「全国マンション市場動向」
注１：地域区分は図表1-3-14に同じ
注２：販売在庫数は年末時点の値。

図表1-3-18 首都圏・関西圏のマンション賃料指数の推移
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資料：㈱IPDジャパン・㈱リクルート住まいカンパニー「ＩＰＤ・リクルート住宅指数」より作成
注１：平成17年１月を1.00とした指数値である。
注２：首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
　　　関西圏：京都府、大阪府、兵庫県。

24



平成25年度の地価・土地取引等の動向

土
地
に
関
す
る
動
向

第1章

 第4節 土地利用の動向

（土地利用の概況）
平成24年における我が国の国土面積は約3,780万haであり、このうち森林が約2,506万ha

と最も多く、それに次ぐ農地は前年より減少して約 455 万 ha となっており、これらで全国
土面積の約８割を占めている。このほか、住宅地、工業用地等の宅地は約190万ha、道路は
約137万 ha、水面・河川・水路が約134万 ha、原野等が約34万haとなっている（図表1-4-
1、1-4-2）。

図表1-4-1 我が国の国土利用の現況

農地
(455万ha)
(12.0%)

森林
(2,506万ha)
(66.3%)

原野等（34万ha）（0.9%）

その他
（323万ha）
（8.6%）

工業用地（15万ha）（0.4%）

道路（137万ha）（3.6%）

その他の宅地（59万ha）（1.6%）

水面・河川・水路（134万ha）（3.5%）

住宅地（116万ha）（3.1%）

資料：国土交通省資料
　注：平成24年の数値。
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資料：国土交通省資料
注１：道路は、一般道路、農道及び林道である。
注２：数値は、国土交通省が既存の各種の統計を基に推計したものである。
注３：四捨五入により、内訳の和と合計等との数値が一致しない場合がある。
注４：(　)内は、全国・三大都市圏・地方圏ごとの合計の面積に占める割合である。
　　　三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良
　　　　　　　　　県の１都２府８県。
　　　地 方 圏：三大都市圏を除く地域。
注５：平成23年から地目区分を変更し、従来の「採草放牧地」、「原野」の区分を統合し、「原野等」とした。
注６：平成23年については、東日本大震災の影響により、一部の都道府県においては平成22年のデータを含む。 

図表1-4-2 我が国の国土利用の推移
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（土地利用転換の概況）
平成 24 年の土地利用転換面積は、前年より増加して約 15,200ha となった。農林地及び埋

立地から都市的土地利用（住宅地、工業用地、公共用地等）への転換面積についても、前年
より増加して約11,700haとなっている。また、林地から農地、農地から林地への転換面積の
合計については、約1,100haとなっている（図表1-4-3）。

 
資料：農林水産省、国土交通省の資料に基づき、国土交通省で推計。
注１：農地、林地及び埋立地からの転換ベースの面積であり、原野等からの転換面積は含まれていない。
注２：農地からの公共用地への転換面積については、農道、農業用排水路等農業的土地利用が一部含まれている。
注３：林地からの転換には、１ha未満のものは含まれていない。
注４：十の位を四捨五入。四捨五入の関係で内訳の和が小計又は合計と一致しない場合がある。
注５：（　）内は、小計の面積に占める割合である。

図表1-4-3 土地利用転換の概況
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 第5節 家計と企業の土地に対する意識

（家計の土地に対する意識）
家計にとって土地は、生活の基盤である住宅の敷地などとしての側面と、資産としての側

面を併せ持つ。この資産としての土地に対する家計の意識は、バブル崩壊後、大きく変化し
てきている。
国土交通省が実施している「土地問題に関する国民の意識調査」において、「土地は預貯

金や株式などに比べて有利な資産か」という質問に対し、「そう思う」と回答した者の割合
は、平成５年度、平成６年度は６割以上であった。しかし、その割合は年々低下して、平成
10年度以降は30％台で推移し、平成24年度は 32.9％と、調査開始以降最低水準となってい
たが、平成25年度は35.5％となっている（図表1-5-1）。

図表1-5-1 土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か
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平成 5

そう思う どちらともいえない わからない そうは思わない

（％）

（年度）

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」
　注：大都市圏：東京圏、大阪圏、名古屋圏。
　　　　東 京 圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村。
　　　　大 阪 圏：近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村。
　　　　名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村。
　　　地 方 圏：大都市圏以外の市町村。
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「そう思う」と回答した理由については、「土地はいくら使っても物理的に滅失しない」と回答した
者の割合が平成７年度（27.7％）から平成25年度（41.1％）まで、継続して最も高い（図表1-5-2）。
また、地価がその土地の収益性や利便性の評価によって決まる傾向については、「非常に

好ましい」と「まあ好ましい」とを合わせた肯定的な回答が平成17年度は43.8％であったが、
平成 25 年度は 57.9％となっており、土地の資産価値の形成要因に関する家計の意識は徐々
に変化してきていることが分かる（図表1-5-3）。

図表1-5-2 土地を資産として有利と考える理由

土地はいくら使っても物理的に滅失しない
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地価上昇による値上がり益が期待できる

土地を保有していると、融資を受ける際に有利

地価は周辺の開発などにより上昇するため他の資産への投資に比べて有利

その他
わからない
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資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」
注：「地価は大きく下落するリスクが小さい」、「地価上昇による値上がり益が期待できる」の選択肢は平成 12 年
度調査より追加。
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図表1-5-3 土地の評価が収益性や利便性で決まる傾向について
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資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」

次に、自らが住むための住宅の所有に関する家計の意識を、前述の「土地問題に関する国
民の意識調査」で見てみる。
まず、持ち家志向か借家志向かを見ると、平成 25 年度は「土地・建物については、両方

とも所有したい」（77.0％）と回答した者の割合が最も高く、これまで一貫して 80％前後の
高い水準となっている。しかし、近年、「借家（賃貸住宅）で構わない」と回答した者の割
合は高まっており、平成25年度は過去最高の15.8％に達している（図表1-5-4）。
また、望ましい住宅の形態については、「一戸建て」と回答した者の割合は、平成８年度
には９割を超えていたが、徐々に低下し平成 25年度には 67.1％となっている。ただし、「一
戸建て」と回答した者の割合は、「一戸建て・マンションどちらでもよい」（20.1％）、「マン
ション」（10.5％）と比べると依然として高く、引き続き一戸建てを望む傾向にある（図表
1-5-5）。
都市規模別に見ると、地方圏では大都市圏に比べて、持ち家志向か借家志向について「土

地・建物については、両方とも所有したい」と回答した者や、望ましい住宅の形態について
「一戸建て」と回答した者の割合が高い。
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図表1-5-4 持ち家志向か借家志向か

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」
　注：地域区分は図表1-5-1に同じ。
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図表1-5-5 望ましい住宅形態

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」
　注：地域区分は図表1-5-1に同じ。
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（企業の土地に対する意識）
次に、企業の土地に対する意識について、国土交通省が実施している「土地所有・利用状

況に関する意向調査」により、バブル崩壊後の変化を見る。
「今後、土地・建物の利用について、所有と借地・賃借ではどちらが有利になると思うか」
との質問に対し、「今後、所有が有利」と回答した企業の割合は平成５年度、平成６年度は
６割以上であったが、平成10年度以降は40％前後で推移し、平成25年度は41.8％となって
いる。一方、「今後、借地・賃借が有利」と回答した企業の割合は、平成 14 年度までは年々
上昇傾向にあったが、その後は概ね 40％台前半で推移、平成 25 年度は若干低下し 37.5％と
なっている（図表1-5-6）。

図表1-5-6 今後の土地所有の有利性についての意識

資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する意向調査」
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また、「今後、借地・賃借が有利」と回答した理由については、「事業所の進出・撤退が柔
軟に行える」と回答した企業の割合が平成 25 年度は 57.8％と最も高く、事業戦略上の理由
が大きいことが分かる。また、平成17年度以降、「コスト面を考えると賃借の方が有利である」
と回答した企業の割合が高水準で推移しており、企業のコスト削減努力は依然続いているこ
とが分かる（図表1-5-7）。

また、過去に土地の購入又は購入の検討を行った企業に対し、その目的を尋ねたところ、
平成25年度は「自社の事務所・店舗用地」と回答した企業の割合が30.1％と最も高く、以下、
「自社の工場・倉庫用地」（25.7％）、「自社の資材置場・駐車場・その他業務用地」（19.9％）、
「賃貸用施設用地」（14.7％）となっている（図表1-5-8）。
さらに、過去に土地の売却又は売却の検討を行った企業に対し、その目的を尋ねたところ、

平成25年度は「土地保有コスト軽減」と回答した企業の割合が26.1％と最も高くなっており、
以下、「事業の債務返済」、「事業の資金調達や決算対策」（ともに18.0％）、「販売用建物用地」
（12.6％）と続いている（図表1-5-9）。

図表1-5-7 今後、借地・賃借が有利となる理由

事業所の進出・撤退が柔軟に行える

コスト面を考えると、賃借の方が有利である
初期投資が所有に比べて少なくて済む土地は必ずしも有利な資産ではない
需要に合った購入物件を見つけるのが困難
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資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する意向調査」
　注：「需要に合った購入物件を見つけるのが困難」、「初期投資が所有に比べて少なくて済む」の選択肢は平成
　　　８年度調査より追加。
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図表1-5-8 土地の購入又は購入検討の目的

資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する意向調査」
注１：平成 17 年度までは過去５年間に、平成 18 年度からは過去１年間に土地購入又は購入の検討を行ったと回答

した社が対象。
注２：「販売用地」の選択肢は平成18年度調査より追加。
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図表1-5-9 土地の売却又は売却検討の理由

資料：国土交通省「土地所有・利用状況に関する意向調査」
注１：平成 17 年度までは過去５年間に、平成 18 年度からは過去１年間に土地売却又は売却の検討を行ったと回答

した社が対象。
注２：「販売用地」の選択肢は平成21年度調査より追加。
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 第6節 東日本大震災後の不動産を巡る状況

 1 東日本大震災後の被災地における不動産市場の状況
東日本大震災の発災後３年が経過した現在の被災地における不動産を巡る状況について見

ていく。

（被災地における地価の動向）
被災３県（岩手県、宮城県、福島県）における地価動向を県別に見ると、岩手県は、上昇

地点の割合が増加し、下落率が縮小し、平均変動率は住宅地が▲ 0.9％（平成 25年地価公示
は▲2.7％）、商業地が▲3.5％（同▲4.8％）となった。宮城県は、上昇地点の割合が増加し、
住宅地で８割弱、商業地は６割強となり、平均変動率は住宅地が 2.5％（同 1.4％）、商業地
が1.7％（同 0.0％）となった。福島県は、上昇、横ばい地点の割合が大幅に増加し、住宅地
では下落から上昇に転じ、商業地は下落率が大幅に縮小し、平均変動率は住宅地が1.2％（同
▲1.6％）、商業地が▲0.5％（同▲3.2％）となった（図表1-6-1）。

図表1-6-1 岩手県、宮城県、福島県の地価動向

住宅地 商業地
変動率（％） 上昇 横ばい 下落 変動率（％） 上昇 横ばい 下落

岩手県

26公示 ▲0.9
22地点
（17.7％）

18地点
（14.5％）

84地点
（67.8％）

26公示 ▲3.5
４地点
（7.5％）

４地点
（7.5％）

45地点
（85.0％）

25公示 ▲2.7
16地点
（12.4％）

６地点
（4.7％）

107地点
（82.9％）

25公示 ▲4.8
３地点
（5.7％）

３地点
（5.7％）

47地点
（88.6％）

24公示 ▲4.8
113地点
（100.0％）

24公示 ▲7.0
45地点

（100.0％）

宮城県

26公示 2.5
303地点
（77.9％）

36地点
（9.2％）

50地点
（12.9％）

26公示 1.7
83地点 
（62.4％）

26地点
（19.6％）

24地点
（18.0％）

25公示 1.4
256地点
（67.5％）

46地点
（12.1％）

77地点
（20.3％）

25公示 0.0 
57地点
（41.9％）

13地点
（9.6％）

66地点
（48.5％）

24公示 ▲0.7
64地点
（17.7％）

57地点
（15.8％）

240地点
（66.5％）

24公示 ▲3.9
２地点
（1.7％）

６地点
（5.3％）

106地点
（93.0％）

福島県

26公示 1.2
146地点
（51.4％）

39地点
（13.7％）

99地点
（34.9％）

26公示 ▲0.5
28地点
（31.5％）

17地点
（19.1％）

44地点
（49.4％）

25公示 ▲1.6
38地点 
（13.6％）

16地点 
（5.7％）

226地点
（80.7％）

25公示 ▲3.2
２地点
（2.2％）

91地点
（97.8％）

24公示 ▲6.2
261地点
（100.0％）

24公示 ▲7.2
92地点

（100.0％）

資料：国土交通省「地価公示」       
注１：東日本大震災による被害が甚大であった地域は選定替のため調査地点なし。    
注２：福島県では、平成26 年１月１日現在で原子力災害対策特別措置法により設定された警戒区域等に存する標準地
　　　についての調査を休止した（休止は警戒区域、計画的避難区域及び避難指示解除準備区域内の17 地点）。
注３：24公示…平成24年地価公示（平成23年1月1日～平成24年1月1日の変動率）。    
　　　25公示…平成25年地価公示（平成24年1月1日～平成25年1月1日の変動率）。    
　　　26公示…平成26年地価公示（平成25年1月1日～平成26年1月1日の変動率）。    
注４：　　　　前年よりも下落率が縮小・上昇率が拡大　　　　　　前年よりも下落率が拡大
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また、被災３県の沿岸の市町村における地価動向を見ると、上昇及び横ばいの地点が増加
し、特に住宅地においては、県全体の平均地価変動率に比べて高い上昇率を示している市町
村も多い（図表1-6-2）。

岩手県及び宮城県における津波による被害のあった市町村では、浸水被害があり、地価が
下落していた地点で、復興事業の進展等により、需要が回復して地価が上昇に転じたところ
も見られた（例：図表 1-6-3 中、Ａ地点）。一方で、浸水を免れた高台や被害が軽微だった地
点では、被災住民の移転需要や、復興関係の土地需要等による地価の上昇が続いているが、
震災直後に大きな上昇率を示した地点では、上昇率が小さくなっているところも見られる
（例：図表1-6-3中、Ｂ地点）。
福島県では、帰還困難区域等の住民による移転需要の高まり等により、周辺地域の住宅地

等で地価の上昇地点が増加した。特に、いわき市は、帰還困難区域等からの住民による移転
需要が強く、価格水準の高い平地区等では地価の上昇幅が拡大した（図表1-6-4）。

図表1-6-2 被災3県の沿岸の市町村における地価動向

都道府県 市町村
住宅地 商業地

変動率（％） 上昇 横ばい 下落 変動率（％） 上昇 横ばい 下落25公示 26公示 25公示 26公示

岩手県

宮 古 市 5.2 8.8 4 0.0 0.0 1
大 船 渡 市 6.3 9.0 3 3.1 7.4 2
久 慈 市 ▲ 3.8 ▲ 2.7 3 ▲ 7.2 ▲ 6.3 1
陸前高田市 3.0 5.8 3 ― ― ― ― ―
釜 石 市 2.9 3.2 3 0.0 1.3 1 1
大 槌 町 10.5 0.0 3 ― ― ― ― ―
山 田 町 2.2 0.4 1 1 6.1 0.5 1
野 田 村 1.0 1.2 1 1 ― ― ― ― ―

宮城県

仙 台 市 1.6 3.1 192 5 7 1.3 3.4 66 7
石 巻 市 5.1 5.7 22 2 2.3 3.6 10 1
塩 竃 市 0.3 1.6 7 4 ▲ 2.6 ▲ 0.4 5 1
気 仙 沼 市 4.8 3.3 3 1 ▲ 4.0 0.0 1
名 取 市 0.8 1.8 11 4 ▲ 2.8 0.2 1 3
多 賀 城 市 1.8 1.9 11 ▲ 1.9 0.0 1
岩 沼 市 0.1 1.4 8 1 ▲ 2.8 0.0 3
東 松 島 市 0.6 0.9 4 4 1 1.9 0.9 1
亘 理 町 6.5 5.1 2 0.0 0.5 1
山 元 町 3.6 3.8 2 ▲ 0.7 1.5 1
松 島 町 ▲ 1.3 ▲ 0.6 2 4 ▲ 1.2 ▲ 0.6 1 1
七 ヶ 浜 町 8.2 5.4 3 ― ― ― ― ―
女 川 町 3.1 4.3 5 ― ― ― ― ―
南 三 陸 町 3.1 2.8 2 ― ― ― ― ―

福島県

い わ き 市 0.7 4.0 65 7 2 ▲ 2.0 1.4 12 1
相 馬 市 ▲ 2.7 0.1 2 1 ▲ 3.5 ▲ 1.7 2
南 相 馬 市 ▲ 0.5 3.5 4 ▲ 3.2 ▲ 0.5 1 2
広 野 町 ― ▲ 0.3 1 1 ― ― ― ― ―
新 地 町 ▲ 1.8 2.9 2 ― ― ― ― ―

資料：国土交通省「地価公示」     
注１：25公示…平成25年地価公示（平成24年1月1日～平成25年1月1日の変動率）。    
　　　26公示…平成26年地価公示（平成25年1月1日～平成26年1月1日の変動率）。
注２：「―」は当該用途の調査地点が存在しないことを表す。
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図表1-6-3 宮城県石巻市における地価動向

資料：国土交通省「地価公示」より作成

図表1-6-4 福島県いわき市の住宅地（平地区、いわき27）の地価の推移

資料：国土交通省「地価公示」より作成
注：21公示…平成21年地価公示（平成20年１月１日～平成21年１月１日の変動率）。

　　　22公示…平成22年地価公示（平成21年１月１日～平成22年１月１日の変動率）。
　　　23公示…平成23年地価公示（平成22年１月１日～平成23年１月１日の変動率）。
　　　24公示…平成24年地価公示（平成23年１月１日～平成24年１月１日の変動率）。
　　　25公示…平成25年地価公示（平成24年１月１日～平成25年１月１日の変動率）。
　　　26公示…平成26年地価公示（平成25年１月１日～平成26年１月１日の変動率）。
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（被災地における土地取引の動向）
被災地における土地取引を見ると、土地取引件数の前年同月比は、岩手県では、震災直後

にマイナス幅が拡大したものの、平成 23 年８月以降は概ねプラスで推移していたところ、
平成25年１月以降は大きく増加した。宮城県でも、震災直後にマイナス幅が拡大したものの、
平成 23 年６月以降、概ねプラスが続いているほか、平成 25 年は更に伸びが拡大した。福島
県では、震災以後、マイナスが続いていたが、平成 24 年４月にプラスに転じて以後、概ね
一貫してプラスで推移している（図表1-6-5）。

（被災地における住宅市場、オフィス市場等の動向）
住宅市場の動向について見てみると、岩手県、宮城県、福島県の新設住宅着工戸数の前年

同月比は、震災直後に大幅なマイナスとなったが、年央にかけて回復した。平成25年度は、
多少の変動はあるものの、いずれの県においても概ねプラスで推移している（図表1-6-6）。
また、新築マンションの供給戸数について見ると、平成 25 年は福島県において供給量が

増加したが、岩手県、宮城県では減少している（図表1-6-7）。
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図表1-6-5 岩手県、宮城県、福島県における売買による土地取引件数（前年同月比）
の推移

資料：法務省「法務統計月報」より作成
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図表1-6-6 岩手県、宮城県、福島県における新設住宅着工戸数（前年同月比）の推移

図表1-6-7 岩手県、宮城県、福島県における新築マンション供給戸数の推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」

資料 ：㈱東京カンテイ
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中古マンション市場について見ると、中古マンション価格は、宮城県では震災後、上昇傾
向が続いている。岩手県では、震災後の下落傾向が平成 24 年５月以降回復した後に、再び
下落傾向となったものの、平成 25 年央以降上昇傾向が続いている。福島県では震災後、緩
やかに上昇し、平成24年は横ばい傾向となっていたが、平成25年は緩やかな上昇傾向となっ
ている（図表1-6-8）。

図表1-6-8 岩手県、宮城県、福島県における中古マンション価格の推移
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資料：㈱東京カンテイ
　注：価格は一戸を70㎡に換算して算出したもの。
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次に、被災地における事務所、店舗等の非居住用建築物の建築着工の動向を建築着工床面
積の前年同月比で見ると、岩手県では震災後マイナスに落ち込んだ後、平成 23 年８月以降
概ねプラスで推移していたが、平成 24 年９月以降はマイナスとなる月も見られる。宮城県
では、震災直後から平成24年10月まで概ねプラスで推移した後、マイナスへ転じたものの、
平成 25 年３月以降は概ねプラスで推移している。福島県では震災後、平成 23 年９月までマ
イナスで推移していたが、その後回復傾向にあり、概ねプラスで推移している（図表 1-6-
9）。

図表1-6-9 岩手県、宮城県、福島県における建築着工床面積（非居住用、前年同月比）
の推移

資料：国土交通省「建築着工統計調査」
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図表1-6-10 仙台市、盛岡市、郡山市のオフィスビルの空室率

資料：シービーアールイー㈱
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続いて、被災地のオフィス市場について見ていく。仙台市では、平成 20 年から平成 22 年
までの間における新規オフィスビル大量供給を背景に、震災直前の平成22年10-12月期にお
ける空室率は19.7％と高い水準にあったが、復興関連企業のオフィス需要等を背景として低
下している。平成 25 年には、増床と小規模な新規出店等を背景に緩やかに低下し、平成 25
年 10-12 月期には 10.5％へと低下している。他の被災地域のオフィス市場の空室率について
も、震災を機に復興関連需要等で改善しており、盛岡市では平成22年 10-12月期の16.7％か
ら平成25年10-12月期には10.5％に、郡山市では平成22年10-12月期の13.0％から平成25年
10-12月期には2.6％まで低下している（図表1-6-10）。
また、仙台市では、震災を境に新耐震ビルの空室率が低下し、旧耐震ビルの空室率が上昇

する傾向が見られ、平成23年10-12月期以降、これまでと逆転し、新耐震ビルの空室率が旧
耐震ビルの空室率よりも低くなっている（図表1-6-11）。
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図表1-6-11 仙台市における新耐震・旧耐震オフィスビルの空室率の推移

資料：シービーアールイー㈱
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 2 土地利用に関する復旧・復興の進捗状況
集中復興期間と位置付けている５年間の半分が過ぎたが、東日本大震災からの復興は未だ

途上にある。ここでは、震災後の復旧・復興の状況のうち、主に土地利用に関するものを見
てみる。
当初約47万人に上った避難者は、約26万人（平成26年３月末時点）となり、そのほとん

どが仮設住宅等に入居している。仮設住宅等への入居戸数は減少しており、住まいの再建・
恒久住宅への移転が進みつつある。
また、公共インフラについては、応急復旧段階から本格復旧・復興段階へ移行しており、

復興の事業計画及び工程表に基づき、着実に復旧・復興を推進しているところである。住宅
の再建については、高台移転が約９割の地区で、災害公営住宅が約７割でそれぞれ事業着手
の段階に入っている（図表1-6-12）。
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図表1-6-12 公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況

資料：国土交通省資料、農林水産省資料、厚生労働省資料より作成
注１：「通常処理に移行した処理場」とは、被災前と同程度の放流水質まで処理が実施可能となった処理場である。
　　　これらの中には、一部の水処理施設や汚泥処理施設は未だ本復旧工事中のものもある。
注２：漁業集落防災機能強化事業については、上記以外に住宅用地の整備は行わず水産関係用地や公共施設の整備を
　　　行う地区が予定されている。
注３：平成26年３月末時点。ただし、交通網（鉄道）は平成26年４月６日時点、農地は平成26年１月末時点。
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東日本大震災により被災した地域では、住宅や業務施設のみならず、学校・医療施設・官公庁施
設といった公益的施設も甚大な被害を受けた地域が多く、地域全体の復興の拠点として、これらの
施設の機能を一体的に有する市街地を緊急に整備し、その機能を確保することが緊急の課題となっ
た。
このため、津波防災地域づくりに関する法律に規定している一団地の津波防災拠点市街地形成施

設の枠組みを活用し、都市の津波からの防災性を高める拠点であるとともに、被災地の復興を先導
する拠点となる市街地の形成を支援するために平成 23年度第３次補正予算により津波復興拠点整
備事業が創設された。
本制度は、土地の買収・造成とともに、公共施設等の整備によって、中心市街地の形成や、産業

復興に向けた業務用地や住宅用地の整備等を行うものであり、早期の商店街の再生等のために造成
した土地を民間に売却・賃貸することも可能となっている。
平成26年３月31日現在、同制度を活用して、18地区で都市計画決定及び事業計画認可がされ、

12地区で工事が着手されている。

○津波復興拠点整備事業の実施事例　（岩手県大船渡市）

東日本大震災の津波により壊滅的な被害を受けた大船渡市中心部の大船渡駅前地区（約 10ha）
において、災害時の防災活動等の拠点となる津波防災拠点施設等を整備するとともに商業店舗や宿
泊施設等の早期再建を図り、復興の拠点となる市街地を整備することとしている。一部の宅地は平
成26年３月末で造成が完了しており、平成26年度より商業施設等の建設がはじまる見込みである。

コラム 津波復興拠点整備事業による市街地の復興

（注）土地利用計画に沿って作成したイメージであり、
建物等のデザインや配置等は確定したものではない

また、津波等の被災地においては、住宅再建やまちづくり等の復興事業について、工程や
目標を示し、加速化を図ることとしている。また、事業の円滑な推進にあたっては、所有者
不明等の土地の扱い、埋蔵文化財発掘調査との調整、資材等の不足、入札不調などの問題に
迅速かつ適切に対応することが必要である。このため、政府では、「住宅再建・復興まちづ
くりの加速化に向けたタスクフォース」を立ち上げ、「加速化措置」の第１弾から第４弾ま
でを取りまとめたところである。この中で、土地収用制度の手続きの迅速化等を盛り込んだ
「用地取得加速化プログラム」の策定や、住宅再建の加速化等、住宅再建・復興まちづくり
の加速化のための措置を講じている（図表1-6-13）。
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図表1-6-13 復興加速化に向けた施策パッケージ

資料：復興庁資料
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地籍調査は、土地の境界等に関する測量、調査の成果を地籍図・地籍簿として取りまとめるもの
である。地籍調査を実施し、土地の境界を明確化することにより、土地取引が活発化され、不動産
市場の活性化につながるとともに、まちづくりの推進、防災・減災事業の円滑な着手が図られるな
ど、その効果は多岐にわたる。
また、その成果は、被災した場合の迅速な復旧・復興にも大きく貢献する。例えば、宮城県名取

市下増田地区では、震災前に地籍調査を実施済みであり、一筆ごとの土地の境界の測量成果等が登
記所に正確な地図として備えられていた。このため、復旧・復興事業の実施に当たり、境界調査、
測量等の工程が省略され、速やかに事業に着手することができた（下図参照）。
このように、災害からの迅速な復旧・復興の観点からも、全国で地籍調査を積極的に進める必要

がある。しかし、全国におけるその進捗率は未だ５割であり、特に、都市部においては地籍調査の
進捗率が低く、引き続きその促進を図らなければならない。被災して建物等が倒壊・流失した場合
に境界情報が消滅する可能性が高いことから、今後30年以内に70％の確率で発生すると言われて
いる南海トラフ地震への対策としても、都市部を中心に早急な地籍調査の実施が望まれている。

コラム 震災復旧・復興への地籍調査の効果
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